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s el e cti o n され, 耐性株優位 へ と移行し, 結果的に

は耐性株と判定される .

3 ) 市中における耐性株の 発生

我々 は M 2 蛋白部位の 変異を特異的に しか も迅

速に検索する方法を開発 し, 耐性株発生を検討し

た.

市中での 耐性株 は日本も含め た世界 の 43 カ国

の フ ィ
ー ル ドか ら分離された ウイ ル ス の 耐性株の

検出頻度 は 20 1 7 株 中 16 株 (0 .8 % ) と極 め て低

い率であ っ た . 1 999/ 200 0 シ
ー ズ ン の 試算 で は世

界で 類を見ない 大量 の使用と なり , 耐性ウイ ル ス

の 出現が危供さ れ, 我 々 の 調査 で は, 1 999/ 2 000

シ ー ズ ン の 初診 時 耐 性 株検 出 頻度 は 3 . 3 %

(5/ 152) と異常 な上昇傾向が見られたが , 大量使

用にもか か わらず思 っ たより耐性株発生 は無か っ

た . し か し . こ の結論 にはもう少 しの 検証
.

が必 要

と思われる .

4 ) 高齢者施設に おける耐性株 の発生

我々 の調査 した高齢者施設 におい ては, 施設内

で A m を使用 して おれば常に耐性株の 発生 の可能

性 があり, 使用に は注意が必 要と なる事が明確に

示された .

5 ) 耐性株の 治療効果 へ の 影響

小 児A 型 イ ン フ ル エ ン ザ感染 に対する A m 治

療を発病 4 8 時間以内に投与し, A m 投与 2 日目

( 第 3 病 日) に平 熱 に戻 る解熱効果 を示 した が ,

耐性株陽性患者にお い て は第 4 病 日に熟の再上昇

と蔓延傾向が昨年と同様に認め られた.

2 . 副反応

い ら つ き, 不安感 , 集中力低下 などの神経系の

副反応が多く, 次い で吐き気や食欲不振などの 消

化器系の 副反応 がある . 我々の 小児 A 型イ ン フ ル

エ ン ザ感染に 対する投与に は, 投与群 で は副反応

出現頻度は 1 4 .1 % に認められた .
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図 1 パ ル ス フ ィ
ー

ル ド法による遺伝子解析結果

A 科 の 5 例
,
B 科 の 4 例

,
複数科にわた っ た 1 1 例 と ,

3 事例の同
一 パ タ -

ン

を認め た. すなわち, 3 件 の院内感染事例があ っ た こ と が推測される.

は じ め に

緑膿菌は, ときに日和見感染症や院内感染症 の

起因菌と なりうるが , 近年多剤耐性菌の 出現が問

題 にな っ て おり, 感染症新法で も定点把握の 4 類

感染症 と さ れて い る . 我々 は , 2 000 年 1 月 か ら

2 00 1 年 6 月まで の 1 年半 に, 当院で 多剤耐性緑膿

菌が分離された患者 の 臨床背景を中心 に検討 し

た .

方法と結果

IP M ≧ 1 6 , T O B ≧ 8 , L V F X ≧ 4 を多剤耐性と

判定 した . 抗菌薬使用量の 差 と, 低感受性菌で も

臨 床 的 に は 無 視 で き な い と の 考 慮 し , 米 国

N C CI , S の 基準よりも厳しい 基準にして 広く耐性

と した . 当院 で は, 2 0 0 0 年を対象に した 1 年間で

分離緑膿菌の 8 % にあた る 2 8 株が多剤耐性と判

定された . 当院で の 過去 1 0 年間の 各抗菌薬耐性

分離率の推移をみ ると, IP M , T O B とも 5 % の増

加 があり, 同時に多剤耐性も増加 して い る可能性

がある .

対象期間で多剤耐性緑膿菌が分離されて い た患

者 は 2 6 例あ っ た . 平均年齢は 5 6 .7 歳 , 入 院後 1

ケ 月以内で 6 例 に 分離されて い る こと か ら
一

部は

他院か らの 持ち込みである こ とが示唆された . 転

帰 は
,
死亡が 7 例, 生存中が 19 例であ っ た が, 死

亡例の うち明らか に緑膿菌感染が関与したと考え

られた の は, 好中球数が ゼ ロ の 重症白血病の
一

例

の み で あ っ た . 基礎疾患 は悪性腫癌 8 例, 血液疾

患 5 例などすべ て の 症例が, なん らか の c o m p r o -

m i s e d b o st であ っ た .

分離材料 は尿 が半数以上 を占め , 次 い で , 尿

道 ･ 腔などか ら の分泌物, 膿が 2 5 % , 合わせ て全

休の約 8 割を占めた .

多剤耐性緑膿菌が分離されつ つ
,
感染症を発症

した と判定 された例 は , 尿路感染症 6 例, 肺炎 3

帆 ( 以上は他菌も同時分離されて おり
, 本菌が起

因菌と は限らな い) , 敗血症 3 例, 膿癌 3 例 であ っ

た .

菌株 が保存されて い た 23 例 に つ い て , パ ル ス

フ ィ
ー ル ド電気泳動法による遺伝子解析を行 っ た

結果
,
A 科の 5 例, B 科 の 4 例, 6 つ の 複数科にわ

た っ た 1 1 例でそれぞれ同
一 パ タ

ー

ン であり, 1 年

半の 期間で 3 種類の 同
一

菌が院内伝播して い た可

能性が示唆された ( 国 1) .
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器質を用い た培養法で メ タ ロβラ ク タ マ
- ゼ産

生性を検討 した結果, 5 株が産生 して い る と推定

された . IP M 耐性に関与する機序の ひ と つ である

と考 えられる .

考 察

今回の 検討で, 3 事例の院内で の 多剤耐性緑膿

菌伝播が推定された こと は, 当院と して も重くみ

る べ きである . 幸い , 本菌による感染症 が短期間

に連続して 起きると いう, い わゆ るア ウ トブレイ

ク はな か っ た が, 有効抗菌薬がほ とんどな い現状

で
, 敗血症 に至 っ た場合は致死的 であり, 医療行

為 によ る血流感染は未然 に防い で い く必要があ

る . 今後もサ ー ベ イ ラ ンス を持続 し, 本菌の 定着

状況, 感染症発生 に至 っ て い るか を見極 めて い く

と ともに
, 院内感染対策チ

ー ム による積極的介入

で ス タ ンダ ー

ドプレ コ - シ ョ ンを徹底させ
,
ア ウ

トブレイ ク に至 ら しめ ない こ とが肝要であろう.


